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度 JSPS 科研費 18K02695 の助成を受けて実施している。初年度は大学における利益相反
マネジメントの体制・運用の実態調査の実施と取りまとめを行った。 
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年度大学等における産学連携等実施状況について1」によると、2017 年 4 月 1 日時点で全国
の国公私立大学等 1,056 機関（大学のほか高等専門学校、短期大学及び大学共同利用機関を
含む。）のうち、その 38％に当たる 397 機関が「機関として利益相反（一般（臨床研究以外
の活動に関するものが該当））に取り組んでいる」と回答している。調査の設問が若干異な
るが、同調査の 5 年前にあたる平成 23 年度（2011 年度）の調査2では、「利益相反ポリシー
（一般）を平成 24 年（2012 年）4 月 1 日時点で学内ですでに定めている」とした機関は、

















                                                  









（局）長宛「臨床研究法における臨床研究の利益相反管理について」（医政研発 0302 第 1























民間企業との共同研究を実施した実績のある 345 の国公私立大学（4 年制大学及び大学院




の記載を依頼した。調査票記入後は、返信用封筒、E-mail 又は FAX のいずれかの手段に




                                                  






表 2-1-1 調査票配付対象大学 
 
No. 種別No. 種別 大学名 No. 種別No. 種別 大学名
1 1 国 北海道大学 58 58 国 岡山大学
2 2 国 北海道教育大学 59 59 国 広島大学
3 3 国 室蘭工業大学 60 60 国 山口大学
4 4 国 小樽商科大学 61 61 国 徳島大学
5 5 国 帯広畜産大学 62 62 国 鳴門教育大学
6 6 国 旭川医科大学 63 63 国 香川大学
7 7 国 北見工業大学 64 64 国 愛媛大学
8 8 国 弘前大学 65 65 国 高知大学
9 9 国 岩手大学 66 66 国 九州大学
10 10 国 東北大学 67 67 国 九州工業大学
11 11 国 秋田大学 68 68 国 佐賀大学
12 12 国 山形大学 69 69 国 長崎大学
13 13 国 福島大学 70 70 国 熊本大学
14 14 国 茨城大学 71 71 国 大分大学
15 15 国 筑波大学 72 72 国 宮崎大学
16 16 国 筑波技術大学 73 73 国 鹿児島大学
17 17 国 宇都宮大学 74 74 国 鹿屋体育大学
18 18 国 群馬大学 75 75 国 琉球大学
19 19 国 埼玉大学 76 76 国 北陸先端科学技術大学院大学
20 20 国 千葉大学 77 77 国 奈良先端科学技術大学院大学
21 21 国 東京大学 78 1 公 公立はこだて未来大学
22 22 国 東京医科歯科大学 79 2 公 札幌医科大学
23 23 国 東京外国語大学 80 3 公 札幌市立大学
24 24 国 東京学芸大学 81 4 公 岩手県立大学
25 25 国 東京農工大学 82 5 公 宮城大学
26 26 国 東京藝術大学 83 6 公 秋田県立大学
27 27 国 東京工業大学 84 7 公 山形県立米沢栄養大学
28 28 国 東京海洋大学 85 8 公 会津大学
29 29 国 お茶の水女子大学 86 9 公 福島県立医科大学
30 30 国 電気通信大学 87 10 公 茨城県立医療大学
31 31 国 一橋大学 88 11 公 埼玉県立大学
32 32 国 横浜国立大学 89 12 公 産業技術大学院大学
33 33 国 新潟大学 90 13 公 千葉県立保健医療大学
34 34 国 長岡技術科学大学 91 14 公 首都大学東京
35 35 国 総合研究大学院大学 92 15 公 横浜市立大学
36 36 国 富山大学 93 16 公 新潟県立大学
37 37 国 金沢大学 94 17 公 富山県立大学
38 38 国 福井大学 95 18 公 金沢美術工芸大学
39 39 国 山梨大学 96 19 公 石川県立大学
40 40 国 信州大学 97 20 公 福井県立大学
41 41 国 岐阜大学 98 21 公 岐阜薬科大学
42 42 国 静岡大学 99 22 公 情報科学芸術大学院大学
43 43 国 浜松医科大学 100 23 公 静岡県立大学
44 44 国 名古屋大学 101 24 公 静岡文化芸術大学
45 45 国 名古屋工業大学 102 25 公 愛知県立大学
46 46 国 豊橋技術科学大学 103 26 公 名古屋市立大学
47 47 国 三重大学 104 27 公 滋賀県立大学
48 48 国 滋賀医科大学 105 28 公 京都府立大学
49 49 国 京都大学 106 29 公 京都府立医科大学
50 50 国 京都工芸繊維大学 107 30 公 大阪市立大学
51 51 国 大阪大学 108 31 公 大阪府立大学
52 52 国 大阪教育大学 109 32 公 兵庫県立大学
53 53 国 神戸大学 110 33 公 奈良県立医科大学
54 54 国 奈良女子大学 111 34 公 和歌山県立医科大学
55 55 国 和歌山大学 112 35 公 公立鳥取環境大学
56 56 国 鳥取大学 113 36 公 岡山県立大学





No. 種別No. 種別 大学名 No. 種別No. 種別 大学名
115 38 公 広島市立大学 173 49 私 芝浦工業大学
116 39 公 福山市立大学 174 50 私 順天堂大学
117 40 公 香川県立保健医療大学 175 51 私 上智大学
118 41 公 愛媛県立医療技術大学 176 52 私 昭和大学
119 42 公 高知工科大学 177 53 私 昭和女子大学
120 43 公 北九州市立大学 178 54 私 昭和薬科大学
121 44 公 九州歯科大学 179 55 私 女子美術大学
122 45 公 福岡県立大学 180 56 私 聖路加国際大学
123 46 公 福岡女子大学 181 57 私 大東文化大学
124 47 公 長崎県立大学 182 58 私 創価大学
125 1 私 藤女子大学 183 59 私 拓殖大学
126 2 私 北海道科学大学 184 60 私 玉川大学
127 3 私 北海道医療大学 185 61 私 中央大学
128 4 私 北海道薬科大学 186 62 私 津田塾大学
129 5 私 酪農学園大学 187 63 私 帝京大学
130 6 私 青森大学 188 64 私 東海大学
131 7 私 八戸工業大学 189 65 私 東京医科大学
132 8 私 八戸学院大学 190 66 私 東京家政大学
133 9 私 岩手医科大学 191 67 私 東京家政学院大学
134 10 私 東北学院大学 192 68 私 東京歯科大学
135 11 私 東北工業大学 193 69 私 東京工科大学
136 12 私 東北福祉大学 194 70 私 東京工芸大学
137 13 私 東北医科薬科大学 195 71 私 東京慈恵会医科大学
138 14 私 宮城学院女子大学 196 72 私 東京女子大学
139 15 私 東北公益文科大学 197 73 私 東京女子医科大学
140 16 私 郡山女子大学 198 74 私 東京電機大学
141 17 私 いわき明星大学 199 75 私 東京農業大学
142 18 私 足利工業大学 200 76 私 東京薬科大学
143 19 私 国際医療福祉大学 201 77 私 東京理科大学
144 20 私 自治医科大学 202 78 私 東邦大学
145 21 私 獨協医科大学 203 79 私 東洋大学
146 22 私 作新学院大学 204 80 私 日本大学
147 23 私 文星芸術大学 205 81 私 日本医科大学
148 24 私 上武大学 206 82 私 日本獣医生命科学大学
149 25 私 高崎健康福祉大学 207 83 私 日本女子大学
150 26 私 埼玉医科大学 208 84 私 日本体育大学
151 27 私 埼玉工業大学 209 85 私 文化学園大学
152 28 私 城西大学 210 86 私 法政大学
153 29 私 日本工業大学 211 87 私 星薬科大学
154 30 私 文教大学 212 88 私 東京都市大学
155 31 私 女子栄養大学 213 89 私 武蔵野大学
156 32 私 日本薬科大学 214 90 私 武蔵野美術大学
157 33 私 人間総合科学大学 215 91 私 明治大学
158 34 私 ものつくり大学 216 92 私 明治薬科大学
159 35 私 千葉工業大学 217 93 私 明星大学
160 36 私 和洋女子大学 218 94 私 立教大学
161 37 私 放送大学 219 95 私 早稲田大学
162 38 私 帝京平成大学 220 96 私 多摩大学
163 39 私 千葉科学大学 221 97 私 駒沢女子大学
164 40 私 青山学院大学 222 98 私 麻布大学
165 41 私 大妻女子大学 223 99 私 神奈川大学
166 42 私 学習院大学 224 100 私 神奈川工科大学
167 43 私 北里大学 225 101 私 神奈川歯科大学
168 44 私 杏林大学 226 102 私 関東学院大学
169 45 私 慶應義塾大学 227 103 私 鎌倉女子大学
170 46 私 工学院大学 228 104 私 湘南工科大学
171 47 私 国士舘大学 229 105 私 相模女子大学





No. 種別No. 種別 大学名 No. 種別No. 種別 大学名
231 107 私 フェリス女学院大学 289 165 私 大阪国際大学
232 108 私 聖マリアンナ医科大学 290 166 私 大阪産業大学
233 109 私 桐蔭横浜大学 291 167 私 大阪電気通信大学
234 110 私 情報セキュリティ大学院大学 292 168 私 大阪薬科大学
235 111 私 横浜薬科大学 293 169 私 追手門学院大学
236 112 私 東京富士大学 294 170 私 関西大学
237 113 私 東京医療保健大学 295 171 私 関西医科大学
238 114 私 事業構想大学院大学 296 172 私 関西福祉科学大学
239 115 私 新潟薬科大学 297 173 私 近畿大学
240 116 私 国際大学 298 174 私 摂南大学
241 117 私 新潟工科大学 299 175 私 大阪青山大学
242 118 私 新潟医療福祉大学 300 176 私 関西学院大学
243 119 私 金沢医科大学 301 177 私 甲南大学
244 120 私 金沢工業大学 302 178 私 神戸学院大学
245 121 私 福井工業大学 303 179 私 神戸女子大学
246 122 私 仁愛大学 304 180 私 武庫川女子大学
247 123 私 帝京科学大学 305 181 私 姫路獨協大学
248 124 私 山梨学院大学 306 182 私 神戸芸術工科大学
249 125 私 松本歯科大学 307 183 私 関西国際大学
250 126 私 朝日大学 308 184 私 神戸情報大学院大学
251 127 私 岐阜医療科学大学 309 185 私 兵庫医科大学
252 128 私 静岡理工科大学 310 186 私 兵庫医療大学
253 129 私 常葉大学 311 187 私 畿央大学
254 130 私 光産業創成大学院大学 312 188 私 天理医療大学
255 131 私 愛知学院大学 313 189 私 岡山商科大学
256 132 私 愛知工科大学 314 190 私 岡山理科大学
257 133 私 愛知工業大学 315 191 私 川崎医科大学
258 134 私 金城学院大学 316 192 私 就実大学
259 135 私 椙山女学園大学 317 193 私 川崎医療福祉大学
260 136 私 大同大学 318 194 私 倉敷芸術科学大学
261 137 私 中京大学 319 195 私 広島工業大学
262 138 私 至学館大学 320 196 私 広島国際大学
263 139 私 中部大学 321 197 私 福山大学
264 140 私 豊田工業大学 322 198 私 比治山大学
265 141 私 豊橋創造大学 323 199 私 安田女子大学
266 142 私 名古屋学芸大学 324 200 私 四国大学
267 143 私 名古屋芸術大学 325 201 私 四国学院大学
268 144 私 南山大学 326 202 私 松山大学
269 145 私 藤田保健衛生大学 327 203 私 九州産業大学
270 146 私 名城大学 328 204 私 九州女子大学
271 147 私 鈴鹿医療科学大学 329 205 私 久留米大学
272 148 私 四日市大学 330 206 私 日本経済大学
273 149 私 長浜バイオ大学 331 207 私 産業医科大学
274 150 私 京都学園大学 332 208 私 純真学園大学
275 151 私 京都産業大学 333 209 私 中村学園大学
276 152 私 京都女子大学 334 210 私 西日本工業大学
277 153 私 京都光華女子大学 335 211 私 福岡大学
278 154 私 京都薬科大学 336 212 私 福岡工業大学
279 155 私 京都橘大学 337 213 私 福岡歯科大学
280 156 私 同志社大学 338 214 私 長崎国際大学
281 157 私 同志社女子大学 339 215 私 長崎総合科学大学
282 158 私 立命館大学 340 216 私 崇城大学
283 159 私 龍谷大学 341 217 私 熊本保健科学大学
284 160 私 明治国際医療大学 342 218 私 日本文理大学
285 161 私 大阪医科大学 343 219 私 九州保健福祉大学
286 162 私 大阪経済大学 344 220 私 鹿児島純心女子大学
287 163 私 藍野大学 345 221 私 沖縄科学技術大学院大学






2015 年度に民間企業との共同研究を実施した実績のある 345 の国公私立大学（4 年制大
学及び大学院大学）の研究担当副学長 345 人を対象に実施したアンケート調査の回収状況
は表 2-2-1 のとおりである。回答者の割合は、学長・副学長・教員が 11％、事務系職員が
89％、回答率は全体で 46％であった。 
 
表 2-2-1 調査票回収状況 
対 象 大学数 回答数 回答率 
国立大学 77 53 69% 
公立大学 47 26 55% 
私立大学 221 80 36% 

















 また、本調査票では冒頭で用語を表 2-3-1 のとおりに定義して示した。いずれも大学を対
象として利益相反を定義したものである。 
 





















                                                  





図 2-3-1 利益相反マネジメントの担当部署 図 2-3-2 利益相反マネジメントの担当部署 
（全体）                 （国立大学） 
 
図 2-3-3 利益相反マネジメントの担当部署 図 2-3-4 利益相反マネジメントの担当部署 
（公立大学）              （私立大学） 
 
  
図 2-3-5 2016 年度大学等の利益相反（一般）マネジメント体制 




























































図 2-3-6 利益相反マネジメントの担当部署 図 2-3-7 利益相反マネジメントの担当部署 
設置状況（全体）             設置状況（国立大学） 
 
図 2-3-8 利益相反マネジメントの担当部署 図 2-3-9 利益相反マネジメントの担当部署 








































































図 2-3-10 利益相反マネジメントの担当部署（全学的な部署） 
 
 
図 2-3-11 利益相反マネジメントの担当  図 2-3-12 利益相反マネジメントの担当 





 「附属病院における部署」は研究支援担当が 64％、次いで総務担当が 32％であった





ａ．利益相反担当の専任の事務職員を置いている〔     〕人 
ｂ．利益相反担当の兼任の事務職員を置いている〔     〕人 
ｃ．利益相反担当の専任の教員を置いている〔     〕人 



















































が 48 大学、2 人が 31 大学、3 人が 29 大学で、最高人数は 6 人であった（資料編参照）。ま
た、「利益相反担当の兼任の教員を置いている」場合は、1 人が 15 大学、2 人が 5 大学で、
最高人数は 21 人であったが、10 人以上というのは利益相反委員会のメンバーなどを記載
しているものなどではないかと推測される。担当者の合計人数で最大数は国立大学で 17人、
公立大学で 25 人、私立大学で 15 人であった。 
 
 
図 2-3-13 利益相反担当の教職員（全体）  図 2-3-14 利益相反担当の教職員 
（国立大学） 
  
図 2-3-15 利益相反担当の教職員     図 2-3-16 利益相反担当の教職員 







が 50％で「定期的自己申告制度はない」が 49％であった（図 2-3-17）。定期的自己申告制 
93%
23%



























































図 2-3-17 定期的自己申告制度（全体）  図 2-3-18 定期的自己申告制度（国立大学）  
 
図 2-3-19 定期的自己申告制度（公立大学） 図 2-3-20 定期的自己申告制度（私立大学） 
 
度があるのは国立大学が最も多く 68％、次いで私立大学で 60％であった（図 2-3-18、2-3-
20）。 






ところ、結果は図 2-3-21～2-3-24 のとおりとなった。任命しているのは全体では 27％で、
国立大学は 42％と最も多かった（図 2-3-21、2-3-22）。 
「3.2 利益相反アドバイザーはどのような職ですか。」とし、次の二つの選択肢を用意し
て回答を求めた。 
ａ．学内の職員を任命している（職名及び専任・兼任の別：   ） 













































図 2-3-21 利益相反アドバイザーの任命  図 2-3-22 利益相反アドバイザーの任命
（全体）                 （国立大学） 
  
図 2-3-23 利益相反アドバイザーの任命  図 2-3-24 利益相反アドバイザーの任命 
（公立大学）              （私立大学） 
 
図 2-3-25 利益相反アドバイザーの職    図 2-3-26 利益相反アドバイザーの職 
（全体）                 （国立大学） 
 
図 2-3-27 利益相反アドバイザーの職    図 2-3-28 利益相反アドバイザーの職 





































































また、「学内の職員を任命している」場合の職名は教員が 15 人、事務系職員が 12 人、理
事が 2 人であった。ただし、教員と事務系職員の両方を任命している大学もある。具体的に
多かった職名は教授（7 人）、准教授（6 人）、事務（学務）部長 4 人などである（資料編参
照）。専任・兼任の別では、回答のあった 23 件中、兼任が 87％、専任が 17％であった。専
任・兼任両者ともいると回答した大学もあった。一方、「学外の有識者に委嘱している」場
合の職名は、弁護士 17 人、公認会計士 5 人、（客員）教授 3 人、弁理士 1 人などの回答が
あった。これらも複数任命している場合が見られた。 
「3.3 利益相反アドバイザーが対応した過去 3 年間の相談件数をご記入ください。」と
し、平成 27 年度～平成 29 年度の 3 年間の相談件数の記載を求めたところ全体で 38 大学
（国立大学 17、公立大学 6、私立大学 15）の記載があった（資料編参照）。平成 27 年度は
0～56 件で、0 件が最も多く 17 大学、次いで 1 件が 4 大学であった。平成 28 年度は 0～59
件で、0 件が最も多く 15 大学、次いで 1 件が 5 大学であった。平成 29 年度は 0～69 件で、
0 件が最も多く 15 大学、次いで 1 件が 7 大学であった。 
「3.4 上記「3.2」で「ｂ」と回答した方にお伺いします。」、すなわち利益相反アドバイ


























図 2-3-29 学内に人材がいないため（全体）  図 2-3-30 学内に人材がいないため 
（国立大学） 
  
図 2-3-31 学内に人材がいないため    図 2-3-32 学内に人材がいないため 
（公立大学）              （私立大学）  
  
図 2-3-33 学内に人材はいるが引き受けて  図 2-3-34 学内に人材はいるが引き受けて 
くれないため（全体）                 くれないため（国立大学） 
  
図 2-3-35 学内に人材はいるが引き受けて 図 2-3-36 学内に人材はいるが引き受けて 









































らない, 17% 無記入, 17%











らない, 36% 無記入, 4%




























らない, 33% 無記入, 17%
























図 2-3-37 学内で人材を育成することが  図 2-3-38 学内で人材を育成することが 
困難であるため（全体）         困難であるため（国立大学）  
 
図 2-3-39 学内で人材を育成することが  図 2-3-40 学内で人材を育成することが 















































図 2-3-41 予算不足により学外の専門家を  図 2-3-42 予算不足により学外の専門家を 
職員として雇用できないため            職員として雇用できないため         
（全体）                    （国立大学） 
 
図 2-3-43 予算不足により学外の専門家を  図 2-3-44 予算不足により学外の専門家を 
職員として雇用できないため        職員として雇用できないため 
（公立大学）               （私立大学） 
 
なお、5 段階評価について「１．大いにあてはまる」を 5 点、「２．ややあてはまる」4 点、
「３．どちらともいえない」3 点、「４．あまりあてはまらない」2 点、「５．全くあてはま
らない」1 点を付与して平均点を算出したのが表 2-3-2 である。 
 
表 2-3-2 利益相反アドバイザーを学外の有識者に委嘱している理由の評価平均点 
理由 
評価平均点 
全体 国立大学 公立大学 私立大学
学内に人材がいないため 3.5 3.4 3.8 3.6
学内に人材はいるが引き受けてくれな
いため 
2.3 2.1 2.2 2.6
学内で人材を育成することが困難であ
るため 
3.4 2.9 3.6 4.4
予算不足により学外の専門家を職員と
して雇用できないため 
























































































図 2-3-45 学外のためすぐに対応してくれ  図 2-3-46 学外のためすぐに対応してくれ 
ない（時間がかかる）（全体）        ない（時間がかかる）（国立大学） 
  
図 2-3-47 学外のためすぐに対応してくれ  図 2-3-48 学外のためすぐに対応してくれ 
ない（時間がかかる）（公立大学）      ない（時間がかかる）（私立大学）  
 
図 2-3-49 大学の事情に精通していないの   図 2-3-50 大学の事情に精通していないの 
で説明に時間がかかる（全体）         で説明に時間がかかる（国立大学） 
  
図 2-3-51 大学の事情に精通していないの   図 2-3-52 大学の事情に精通していないの 




















































らない, 28% 無記入, 4%



































図 2-3-53 大学の事情に精通していない  図 2-3-54 大学の事情に精通していない 
ので適切な回答が得られている      ので適切な回答が得られている 
のか不安（全体）            のか不安（国立大学）  
 
図 2-3-55 大学の事情に精通していない   図 2-3-56 大学の事情に精通していない 
ので適切な回答が得られている       ので適切な回答が得られている 
のか不安（公立大学）           のか不安（私立大学） 
 


























































図 2-3-57 いつも似たような回答しか得     図 2-3-58 いつも似たような回答しか得 
られない（全体）                         られない（国立大学） 
 
図 2-3-59 いつも似たような回答しか得  図 2-3-60 いつも似たような回答しか得 
られない（公立大学）          られない（私立大学） 
 
図 2-3-61 謝金が高額で負担が大きい   図 2-3-62 謝金が高額で負担が大きい 
（全体）                （国立大学）  
 
図 2-3-63 謝金が高額で負担が大きい   図 2-3-64 謝金が高額で負担が大きい 
















































らない, 28% 無記入, 4%






































が 29％であった（図 2-3-66）。公立大学では「４．あまりあてはまらない」が最も多く 60％、
次いで「５．全くあてはまらない」が 40％、私立大学では「５．全くあてはまらない」が
最も多く 33％となった（図 2-3-67、2-3-68）。 
また、「その他」の回答はなかった。 
なお、5 段階評価について「１．大いにあてはまる」を 5 点、「２．ややあてはまる」4 点、
「３．どちらともいえない」3 点、「４．あまりあてはまらない」2 点、「５．全くあてはま
らない」1 点を付与して平均点を算出したのが表 2-3-3 である。 




図 2-3-65 年間の相談件数が見通しにくく  図 2-3-66 年間の相談件数が見通しにくく 
予算が立てづらい（全体）         予算が立てづらい （国立大学） 
 
 
図 2-3-67 年間の相談件数が見通しにくく  図 2-3-68 年間の相談件数が見通しにくく 













らない, 28% 無記入, 4%




































全体 国立大学 公立大学 私立大学
学外のためすぐに対応してくれない
（時間がかかる） 
2.5 2.6 2.0 2.8
大学の事情に精通していないので説明
に時間がかかる 
2.3 2.3 1.8 2.6
大学の事情に精通していないので適切
な回答が得られているのか不安 
2.2 2.1 1.8 2.6
いつも似たような回答しか得られない 2.1 2.2 1.8 2.0
謝金が高額で負担が大きい 2.3 2.4 1.6 2.8
年間の相談件数が見通しにくく予算が
立てづらい 


























図 2-3-69 利益相反委員会の設置（全体） 図 2-3-70 利益相反委員会の設置（国立大学） 
 
図 2-3-71 利益相反委員会の設置    図 2-3-72 利益相反委員会の設置 
（公立大学）             （私立大学） 
 
 
図 2-3-73 利益相反委員会の設置形態（全体）  図 2-3-74 利益相反委員会の設置形態 
（国立大学） 
 
図 2-3-75 利益相反委員会の設置形態    図 2-3-76 利益相反委員会の設置形態 

















































































































 結果は図 2-3-77～2-3-80 のとおりとなった。全体では「全学で一つ設置された利益相反
委員会で審査する」場合が最も多く 72％であった。大学種別で見ると、公立大学及び私立







図 2-3-77 人を対象とする研究等における 図 2-3-78 人を対象とする研究等における 
利益相反の審査（全体）         利益相反の審査（国立大学） 
 
図 2-3-79 人を対象とする研究等における  図 2-3-80 人を対象とする研究等における 
利益相反の審査（公立大学）        利益相反の審査（私立大学） 
72%
52%






















































































































































































































大学は 61％であった（図 2-3-81～2-3-84）。 
また、利益相反に関する有識者が「含まれている」と回答した場合に「具体的に記入して
ください。（記入例：全学の委員会に学内の有識者 1 人が参加している／学外の有識者 1 人
が参加している／委員会は複数設置されているので有識者の有無は部局ごとに異なる、な
ど）」として具体的な記載を求めたところ 90 大学の記載があり、全体では「学外の有識者 1
人」という回答が最も多く 49 件、次いで「学外の有識者 2 人」が 9 件であった（表 2-3-4）。





図 2-3-81 委員会における利益相反に関 図 2-3-82 委員会における利益相反に関 
する有識者の有無（全体）        する有識者の有無（国立大学） 
 
 
図 2-3-83 委員会における利益相反に関  図 2-3-84 委員会における利益相反に関 



























表 2-3-4 利益相反委員会における利益相反に関する有識者 
利益相反に関する有識者の人数 
件数 
国立大学 公立大学 私立大学 計 
学外の有識者 1 人 17 10 22 49
学外の有識者 2 人 4 1 4 9
複数の委員会があり参加者は異なる 6 1 7
学内の有識者 1 人 4 3 7
学内の有識者 1 人、学外の有識者 1 人 2 2 4
学外の有識者 3 人 3  3
学外の有識者 4 人 1 1 2
学内の有識者 2 人、学外の有識者 1 人 1 1 2
学外の有識者（人数不明） 1 1  2
学内の有識者 2 人 1 1
学内の有識者 3 人、学外の有識者 2 人 1  1
学内外若干数ずつ 1 1
長年委員を務める者（人数不明） 1  1
1 人 1 1
計 39 14 37 90
 




料編参照）。記載された件数別にグラフ化したものが図 2-3-85 である。0 件、0.3～8 件、10 
 
 
図 2-3-85 全学対象の利益相反委員会について年間の平均審査件数 

















～88 件の審査がそれぞれ約 3 分の 1 ずつある。数百件以上の回答というのは、実際に一つ
一つチェックをして具体的な審査をしたというよりも、申告書を提出させて重大な利益相
反関係をスクリーニングする以前の段階のものではないかと想像されるが、実際のところ
は不明である。最も多かったのは 0 件（35 件）、次いで 1 件（13 件）、3 件（8 件）であっ
た。 





料編参照）。記載された件数別に表にしたものが表 2-3-5 である。指示は 0 件という回答が
114 大学、次いで 1 件の指示が 8 大学、2 件の指示が 2 大学であった。 
 
表 2-3-5 全学対象の利益相反委員会の審査で何らかの指示をした件数（平成 29 年度） 
指示をした件数 
大学数 
国立大学 公立大学 私立大学 計 
0 45 21 48 114 
1 3 1 4 8 
2 2 2 
3 1  1 
4 1  1 
6 1 1 
57 1 1 
81 1 1 
未審査等 1 2 3 







いる」と回答のあったのは国立大学 8 大学（15％）のみで、全体では 5％であった（図 2-3-
86、2-3-87）。また、「設置している」と回答した大学に対して「構成や人数について具体的





図 2-3-86 利益相反アドバイザリーボード 図 2-3-87 利益相反アドバイザリーボード 
の設置（全体）             の設置（国立大学） 
 
図 2-3-88 利益相反アドバイザリーボード 図 2-3-89 利益相反アドバイザリーボード 
の設置（公立大学）           の設置（私立大学） 
 
般市民 2 人、など）」とたずねたところ、学外有識者 3 人と記載のあった大学が 3 大学と最























































図 2-3-92 問題について理解をしてもらう   図 2-3-93 問題について適切な対応をして 
のに時間がかかる（国立大学）      いるのか不安（国立大学） 
 
 
図 2-3-94 謝金・旅費の支出が大学に  図 2-3-95 人によって意見が大きく異なり 































































てはまらない」と「５．全くあてはまらない」が同数で各 25％であった（図 2-3-92）。 
「大学の事情に精通していない人も含まれているため問題について適切な対応をしてい
るのか不安」についても「３．どちらともいえない」が最も多く 50％、次いで「４．あま
りあてはまらない」と「５．全くあてはまらない」が同数で各 25％であった（図 2-3-93）。 
「謝金・旅費の支出が大学にとって負担」は「３．どちらともいえない」、「４．あまりあ
てはまらない」、「５．全くあてはまらない」が同数で最も多く各 25％であった（図 2-3-94）。 
「人によって意見が大きく異なり結論を導き出すのが困難」は「３．どちらともいえない」
が最も多く 38％、次いで「２．ややあてはまる」と「５．全くあてはまらない」が同数で
各 25％であった（図 2-3-95）。その他の記載はなかった。 
なお、5 段階評価について「１．大いにあてはまる」を 5 点、「２．ややあてはまる」4 点、
「３．どちらともいえない」3 点、「４．あまりあてはまらない」2 点、「５．全くあてはま








「設置計画はない」が 83％、「設置検討中」が 7％となった（図 2-3-96）。大学種別に見て
もほぼ同じ割合である（図 2-3-97～2-3-99）。 
 

















図 2-3-96 利益相反アドバイザリーボード 図 2-3-97 利益相反アドバイザリーボード 
の設置計画（全体）           の設置計画（国立大学） 
 
 
図 2-3-98 利益相反アドバイザリーボード 図 2-3-99 利益相反アドバイザリーボード 





必要性が少ない」（24 件）、「審査件数が少ないため」（15 件）、「検討していない」（12 件）
が上位となった。また、大学種別では、国立大学で「人材がいない、引き受け手がいない」
（5 件）が上位二つと同数で最も多く、公立大学では 2 番目に「学内委員で構成される利益
相反委員会だけで十分対応できていると考える」（3 件）がきて、私立大学では「今後の検
討課題、議論にはなるが予定はない」（6 件）が上位三つの次にきている。一方、「設置検討
中」と回答した大学の設置予定時期については 10 件の記載があり、2019 年度中に予定し







































表 2-3-7 当面利益相反アドバイザリーボードを設置する計画がない理由 
理由 
件数 
国立大学 公立大学 私立大学 計
必要性がない、必要性が分からない、必要性
が少ない 
5 7 12 24
審査件数が少ないため 5 1 9 15
検討していない 4 1 7 12
利益相反委員会に外部有識者が含まれている
のでそれで十分である 
3 1 5 9
学内委員で構成される利益相反委員会だけで
十分対応できていると考える 
3 3 3 9
人材がいない、引き受け手がいない 5 2 2 9
基本的な学内システムを整備中でありそこま
で検討していない 
3 1 5 9
今後の検討課題、議論にはなるが予定はない 1 6 7
該当するような案件がない 2 3 5
該当案件があれば外部有識者にその都度相談
する 
1 2 2 5
特になし 3 1 4
予算の問題 1 1 1 3
利益相反アドバイザーが外部委員だから 2  2
業務負担になる 1 1
研究倫理委員会の中で取り扱っている 1  1
自治体レベルで対応する 1  1
外部委員の日程調整が困難 1 1





































（理由：                              ） 
エ．現在のところ組織としての利益相反ポリシーや規則・規程等を策定する予定はない 
（理由：                              ） 
 
 調査結果は図 2-3-100～2-3-103 のとおりであった。制定しているのは全体の 4％で、内
訳は国立大学 6 大学と私立大学 1 大学のみであった。ただし、この調査については、設問
に「ポリシー等に大学（組織）としての利益相反について定義を定めているのみであったり、 
                                                  
6 文部科学省科学技術・学術審議会産業連携・地域支援部会大学等における産学官連携リ
スクマネジメント検討委員会「大学等における産学官連携活動の推進に伴うリスクマネジ







図 2-3-100 組織としての利益相反ポリシー 図 2-3-101 組織としての利益相反ポリシー 
等制定状況（全体）                         等制定状況（国立大学） 
 
図 2-3-102 組織としての利益相反ポリシー 図 2-3-103 組織としての利益相反ポリシー 






7 大学のポリシー等の制定時期は 2015 年 1 月～2018 年 7 月の間で、2014 年度、2015
年度、2016 年度が各 1 大学、2017 年度、2018 年度が各 2 大学であった（資料編参照）。 



































図 2-3-104 組織としての利益相反ポリシー 図 2-3-105 組織としての利益相反ポリシー 
等制定取組状況（全体）                    等制定取組状況（国立大学） 
 
 
図 2-3-106 組織としての利益相反ポリシー 図 2-3-107 組織としての利益相反ポリシー 













































表 2-3-8 組織としての利益相反ポリシー等を策定する予定がない理由 
理由 
件数 
国立大学 公立大学 私立大学 計 
該当事例がない 1 2 5 8
必要性がない 3 1 2 6




今後検討を行う、今後の検討課題 3 1 4
地方自治体の規定に従う 2  2
案件ごとに担当部署や委員会が対応する 2  2




委員会運用を始めたばかり 1  1
労力が割けない 1 1
作業中 1 1




計 8 12 19 39
 
学では「今後検討を行う、今後の検討課題」（3 件）が最も多く、私立大学では「現行の規
程等で対応可、定義があるので対応可」（3 件）が 2 番目に多かった。 
「現在組織としての利益相反ポリシーや規則・規程等を策定中である」と回答した大学の












研究契約金 200 万円、物品購入 1,000 万円、大学が株式を保有し、又は大学保有の知財を
実施している企業、など）」という設問の回答を求めたところ、6 大学の記載があった（資
料編参照）。このうち 1 件は具体的な基準は委員会で検討中ということであったが、残りの
5 件の記載を項目ごとにまとめたものが表 2-3-9 である。共同研究等の研究契約では 200 万




















表 2-3-9 組織としての利益相反マネジメント対象の基準 
項目 基準 
共同研究等の研究契約 200 万円（2）、1,000 万円、1 億円、学生の関与 




寄附金等 500 万円（3）、1,000 万円 
株式等 保有（2） 
知的財産権 実施・保有（3） 






図 2-3-108 審査における基準額等の取扱（全体） 
 
  
図 2-3-109 審査における基準額等の取扱 図 2-3-110 審査における基準額等の取扱 





















































































































図 2-3-111 組織としての利益相反員会の設置（全体） 
 
 
図 2-3-112 組織としての利益相反員会の  図 2-3-113 組織としての利益相反員会の 

















































図 2-3-114 実際に生じた個人としての    図 2-3-115 実際に生じた個人としての 
利益相反事例（全体）          利益相反事例（国立大学） 
 
 
図 2-3-116 実際に生じた個人としての    図 2-3-117 実際に生じた個人としての 



































表 2-3-10 実際に生じた個人としての利益相反事例の内容と具体的な対応 


















































治験の関係企業への業務委託（私） 1 IC で十分に説明 1





計 31 計 19




















図 2-3-118 実際に生じた組織としての    図 2-3-119 実際に生じた組織としての 
利益相反事例（全体）          利益相反事例（国立大学） 
 
 
図 2-3-120 実際に生じた組織としての    図 2-3-121 実際に生じた組織としての 





































表 2-3-11 実際に生じた組織としての利益相反事例の内容と具体的な対応 






継続的な取引相手からの寄附金募集 1 弁護士等に相談の上慎重に対応 1
共同研究先の健康食品の広告 1 大学名称使用不可 1












表 2-3-12 大学における利益相反に関する自由意見 
自由意見 
件数 
国立大学 私立大学 計 
利益相反の対応が不十分・検討中・今後の検討課題 3 2 5




組織としての利益相反の対応が必要・問題 1 2 3
予算不足 2  2
利益相反の情報が必要 1 1 2
医学部以外は意識が薄い 2 2































ついては、「利益相反担当の兼任の事務職員を置いている」場合は、1 人が 48 大学、2 人が
31 大学、3 人が 29 大学で、最高人数は 6 人であった（資料編参照）。また、「利益相反担当
の兼任の教員を置いている」場合は、1 人が 15 大学、2 人が 5 大学で、最高人数は 21 人で
あったが、10 人以上というのは利益相反委員会のメンバーなどを記載しているものなどで
はないかと推測される。担当者の合計人数で最大数は国立大学で 17 人、公立大学で 25 人、





68％、次いで私立大学で 60％であった（図 2-3-18、2-3-20）。また、定期的自己申告は年 1










職名は教員が 15 人、事務系職員が 12 人、理事が 2 人であった。ただし、教員と事務系職
員の両方を任命している大学もある。具体的に多かった職名は教授（7 人）、准教授（6 人）、
事務（学務）部長 4 人などである（資料編参照）。専任・兼任の別では、回答のあった 23 件
中、兼任が 87％、専任が 17％であった。専任・兼任両者ともいると回答した大学もあった。
一方、「学外の有識者に委嘱している」場合の職名は、弁護士 17 人、公認会計士 5 人、（客
員）教授 3 人、弁理士 1 人などの回答があった。これらも複数任命している場合が見られ
た。 
利益相反アドバイザーが対応した平成 27 年度～平成 29 年度の 3 年間の相談件数の記載
を求めたところ、全体で 38 大学（国立大学 17、公立大学 6、私立大学 15）の記載があっ
た（資料編参照）。平成 27 年度は 0～56 件で、0 件が最も多く 17 大学、次いで 1 件が 4 大
学であった。平成 28 年度は 0～59 件で、0 件が最も多く 15 大学、次いで 1 件が 5 大学で





てはまらない」の 5 段階で評価をしてもらったところ、次のような結果となった。 
 まず、「学内に人材がいないため」という理由については、全体では「１．大いにあては






























































あまりあてはまらない」が 50％と最も多かった（図 2-3-59、2-3-60）。 
「謝金が高額で負担が大きい」という課題については、全体では「４．あまりあてはまら






































ている」が 67％で、国立大学は 77％と最も多く、公立大学及び私立大学は 61％であった
（図 2-3-81～2-3-84）。また、利益相反に関する有識者が「含まれている」と回答した大学
に具体的な記載を求めたところ 90 大学の記載があり、全体では「学外の有識者 1 人」とい
う回答が最も多く 49 件、次いで「学外の有識者 2 人」が 9 件であった（表 2-3-4）。国立大






ところ、132 大学の回答があり、0～3,974 件の幅で記載があった（資料編参照）。0 件、0.3
～8 件、10～88 件の審査がそれぞれ約 3 分の 1 ずつある（図 2-3-85）。数百件以上の回答
というのは、実際に一つ一つチェックをして具体的な審査をしたというよりも、申告書を提
出させて重大な利益相反関係をスクリーニングする以前の段階のものではないかと想像さ
れるが、実際のところは不明である。最も多かったのは 0 件（35 件）、次いで 1 件（13 件）、





ところ、132 件の回答があり、0～81 件の幅で記載があった（資料編参照）。指示は 0 件と
いう回答が 114 大学、次いで 1 件の指示が 8 大学、2 件の指示が 2 大学であった（表 2-3-
5）。 
利益相反アドバイザリーボードの設置についてとたずねたところ、「設置している」と回
答のあったのは国立大学 8 大学（15％）のみで、全体では 5％であった（図 2-3-86、2-3-
87）。また、「設置している」と回答した大学に対して構成や人数について具体的な記入を求























なお、5 段階評価について「１．大いにあてはまる」を 5 点、「２．ややあてはまる」4 点、
「３．どちらともいえない」3 点、「４．あまりあてはまらない」2 点、「５．全くあてはま






が 83％、「設置検討中」が 7％となった（図 2-3-96）。大学種別に見てもほぼ同じ割合であ
る（図 2-3-97～2-3-99）。また「設置計画はない」との回答の場合の理由についてたずねた
ところ、111 大学の記載があり、「必要性がない、必要性が分からない、必要性が少ない」





と回答した大学の設置予定時期については 10 件の記載があり、2019 年度中に予定してい













7 大学のポリシー等の制定時期は 2015 年 1 月～2018 年 7 月の間で、2014 年度、2015












応可」（3 件）が 2 番目に多かった（資料編参照）。 
また、「現在組織としての利益相反ポリシーや規則・規程等を策定中である」と回答した







とであったが、残りの 5 件の記載をみると、共同研究等の研究契約では 200 万円が 2 大学、
































































でいる場合が 7 割近いが、有識者の人数は、「学外の有識者 1 人」というケースが多い。全
学対象の利益相反委員会の年間平均審査数（過去 3 年程度）は 0～88 件までで 84％になる。
一方、当該委員会で何らかの指示をした件数は 0 件が 114 大学と最も多くなっており、指
示はほとんど出ていない。利益相反アドバイザリーボードを設置している大学は 5％（8 国











①1,000 万円（3 件）、寄附金等：①500 万円（3 件）、共同研究（寄附）講座等：①設置（2
件）、株式等：①保有（2 件）、知的財産権：①実施・保有（3 件）といった記載が複数見ら
れた。組織としての利益相反マネジメント基準額等の取扱については、基準額等以上の契約




表 4-1-1 大学における利益相反マネジメントの体制と運用の状況（全体） 
































・H27：①0 件：17 大学、②1 件：4 大学 
・H28：①0 件：15 大学、②1 件：5 大学 
































①学外の有識者 1 人：49 件、②学外の有識者
2 人：9 件、③複数の委員会があり参加者は異
























・学外有識者 3 人：3 大学 





































・共同研究等の契約：①200 万円（2 件） 
・物品購入等：①1,000 万円（3 件） 
















































































































E ※(1)  
F  
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 㻟 㻝㻠 㻝㻣 国
 㻟 㻝㻜 㻝㻟 国
 㻝 㻝 㻟 㻢 国
 㻝 㻝 㻢 国
 㻟 㻢 国
 㻟 㻞 㻡 国
 㻟 㻞 㻡 国
 㻟 㻞 㻡 国
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なお、本調査研究は 2018～2020 年度 JSPS 科研費 18K02695 の助成を受けて実施して
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 3
大学における利益相反マネジメントの体制と運用に関する調査について 























・全学的な部署〔                              〕 
・附属病院における部署〔                          〕 




ａ．利益相反担当の専任の事務職員を置いている〔     〕人 
ｂ．利益相反担当の兼任の事務職員を置いている〔     〕人 
ｃ．利益相反担当の専任の教員を置いている〔     〕人 
ｄ．利益相反担当の兼任の教員を置いている〔     〕人 
ｅ．その他→具体的に記入してください。（記入例：専任の URA1 人／兼任の企業出身
者（マネージャー・コーディネーター等）1 人、など） 




   
 4
人を対象とする医学系研究に関する倫理指針及び厚生労働科学研究における利益相
反（Conflict of Interest：COI）の管理に関する指針に基づく申告を除く。） 









ａ．学内の職員を任命している〔職名及び専任・兼任の別：           〕 
ｂ．学外の有識者に委嘱している〔本務の職名：                〕 
3.3 利益相反アドバイザーが対応した過去 3 年間の相談件数をご記入ください。 
・平成 27 年度〔     〕件 
・平成 28 年度〔     〕件 















































ｄ いつも似たような回答しか得られない  





























ｆ．その他〔具体的に：                           〕 
4.4 利益相反委員会には利益相反に関する有識者が含まれていますか。 
ａ．含まれている→具体的に記入してください。（記入例：全学の委員会に学内の有識者
1 人が参加している／学外の有識者 1 人が参加している／委員会は複数設置されて
いるので有識者の有無は部局ごとに異なる、など） 
〔                                     〕 
ｂ．含まれてない 




・全学の委員会：約〔     〕件 












者のみ 5 人で構成される／学外有識者 3 人及び一般市民 2 人、など） 














ａ 適当な人材が少ない  
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ａ．設置計画はない→〔理由：                        〕 













Conflicts of Interest）。これらのことを前提にして、以下の質問にお答えください。 
１ 文部科学省の報告書（2015）では、「組織としての利益相反マネジメントについて、
学内での取組方針を定めるべき1」と指摘しています。貴大学では、個人としての利益
                                                  
1 文部科学省科学技術・学術審議会産業連携・地域支援部会大学等における産学官連携
リスクマネジメント検討委員会「大学等における産学官連携活動の推進に伴うリスクマ






















（理由：                              ） 
エ．現在のところ組織としての利益相反ポリシーや規則・規程等を策定する予定
はない 





ださい。（記入例：寄附金 500 万円、研究契約金 200 万円、物品購入 1,000 万円、大
学が株式を保有し、又は大学保有の知財を実施している企業、など） 





→その他の利害関係の具体的な例〔                     〕 






〔                                    〕 
ｂ．別途委員会を設置せず、個人としての利益相反委員会で併せて審議している 
─ 122 ─























































































平成 30 年 11 月 
新谷 由紀子 
菊本   虔 
（筑波大学） 
〒305-8577 つくば市天王台 1-1-1 
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